
平成１３年度の中央大学収支予算について、編成の基本方針とその概要をお知らせします。なお、詳細は学

生部事務室窓口備え付けの平成１３年度中央大学収支予算書および予算説明書をご覧ください。

．平成１３年度予算編成の基本方針について

２１世紀初頭における高等教育の有り様を展望し、 知の再構築 の必要性を強調した大学審議会答申（平

成１０年１０月２６日付）は、大学の目標を 競争的環境の中で個性が輝く大学 に設定するよう提唱してい

る。これはメガトレンドであり、今大学は、迫り来る 競争的環境 の下で、如何にしたら 個性が輝く 改

革を実行できるのか、その決断力と実行力が問われているといえよう。

一方、バブル経済崩壊以降、永く低迷状態が続いていたわが国経済は、２１世紀を迎え、マクロ的にはやや

回復の兆しを示しているものの、失業率の上昇や企業倒産件数の増加等の懸念材料もあり、国民は、必ずしも

経済全体が上向いていると実感できない状況にある。

したがって、少子化と受験抑制に伴う入学検定料収入の減少や学生納付金収入の伸び悩み、国家予算の増額

が期待できない補助金収入、市中金利低迷による資産運用収入の減少等、近年続いている私立大学を取り巻く

財政環境の悪化傾向は、来年度も改善は見込めないものと思われる。

平成 年度予算は、以上のような大学を取り巻く環境を踏まえつつ、メガトレンドに沿って必要な改革を指

向するものでなければならない。更にいえば平成１３年度予算は、これを本学の 世紀へ向けた決意表明と位

置付け、広く社会へ向けたメッセージを含むものでなければならないものである。

よって、平成１３年度予算の編成にあたっては、２１世紀における本学の目標を、世界の中でも存在感のあ

る大学となることを目指し、

国の内外に開かれた大学として、 知 ・ 学問 の発展を図り、その成果を広く社会へ還元する、

各界各層の市民のために、生涯教育の場を提供する、

国際化、情報化の中で世界レベルの交流を伴う高度な研究システムとプロジェクトを持つ高等教育機関と

なる

ことにおき、そのために必須となる ２１世紀へ向けての本学の総合的な改革に関する理事会基本方針 の実

行を編成の基本方針とし、とりわけ以下の事項に重点をおいて編成することとする。

２１世紀における重要施策
大学院教育の個性化

専門大学院・社会人大学院（ロースクール（仮称）、国際会計研究科、 を活用した遠隔授業による全

国型通信制大学院）の新設・拡充を推進する。

学部教育の個性化

多様な入試制度を導入して、意欲ある学生の一層の受入れを図るとともに、学際化、国際化、情報化に対

応する学習システムの構築を推進する。

研究活動の活発化

研究所をはじめとする研究活動の促進、研究開発機構におけるユニットの充実、各種研究費の効果的な配

分による高度な研究体制の整備を図る。

情報環境整備の推進

急速に進む 革命に立ち遅れることのないよう、情報環境を全学的な視野にたって整備する。

学生生活支援体制の強化

学生生活支援のため、奨学金制度の充実、就職活動や各種資格試験受験者への支援強化に力を入れるとと

もに、課外活動の活性化を図る。
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キャンパス整備

平成１２年度に引き続き、後楽園キャンパスに理工学部等関連施設１棟、多摩キャンパスに学生生活関連

施設１棟と国家資格試験受験者のためのオフキャンパス施設１棟、合計３棟を建設する第１次キャンパス整

備計画を推進する。また、専門大学院の開校に向けて、市ヶ谷キャンパスの第２次改修を実施する。

創立１２５周年記念事業及び募金に関する計画の策定・実施

２１世紀の新しい社会を創造する教育研究機関を目指して、創立１２５周年記念事業及び募金に関する計

画を策定し、その実施を図る。

事務サービスの向上と効率化

平成１２年度から着手している事務イントラネットの構築をさらに進め、２１世紀の大学づくりの強力な

推進力となるよう事務サービスの向上と効率化を図る。

諸施策を支える財政改善
２１世紀における本学の発展を支える盤石な財政基盤を構築するために、以下のような財政改革を実行する。

個性化を実現するための予算単位制度の整備

予算編成に際して、 横並び ・ 画一 意識を排除し、限られた財源の有効活用を図って、より多くの

個性的な施策が自主・自立的に策定・実行できるよう、予算単位の再編と収支対応原則の導入を検討する。

大学評価に資し、説明責任を果たし得る収支構造の確立

情報公開 時代の到来は、大学の教育研究面の現状のみならず、大学の経営内容、とりわけ財務状況の

開示をも求められることを意味している。本学は、早くから財務諸表の開示をはじめ、予算・決算内容の学

内外への説明を行ってきたが、今後とも開示目的に応じたより理解しやすい情報提供方法を検討する必要が

ある。その一環として、社会が大学を評価しやすいよう、収入と支出の対応関係を明らかにするとともに、

目的分類による財務状況の分析を通じて、説明責任を果たし得る収支構造を確立するべく努力する。

大学発展の推進力となる人材確保

大学発展の推進力となる人材確保が可能となる人件費枠の確立を推進する。特に専門大学院、社会人大学

院の教員人件費について検討を深め、多様な人材確保を図る。

収支予算の読み方と概要

１．消費収支と資金収支

消費収支計算と資金収支計算の目的

学校会計の収支計算は、企業の損益計算に近い計算構造の消費収支計算と、借入金（負債）等をも含め

た資金運用の状況を明らかにする資金収支計算とがあります。

消費収支計算では、授業料等の負債とならない収入を 帰属収入 といい、ここから資産の取得（施設・

設備の購入）相当額等を基本金組入額として控除した額を 消費収入 としています。 この消費収入は、

人件費、減価償却額を含めた教育研究経費および管理経費、借入金利息等当年度で消費してしまう消費支

出に充てます。消費収支計算は、この消費収入と消費支出の均衡状態を明らかにすることを目的としてい

ます。もし、このバランスがとれず消費支出超過（赤字）ということになれば、健全な財政状態とはいえ

ません。赤字解消に努力しなければ、教育・研究活動に支障をきたすことになりかねません。

なお、基本金組入の考え方については後に説明します。

一方、資金収支計算は、その年度の教育・研究諸活動に対応する資金の使途（資金支出）とこれに対す

る資金の調達（資金収入）のすべてを明らかにしたものです。資金が不足した場合には、新入生および在

学生の次年度学費である前受金（３月中に収受した次年度分の学費）を流用したり、外部の金融機関から

の借入金に頼らざるを得なくなります。

収支予算の規模と概要

平成１３年度の消費収支予算および資金収支予算の規模ならびに概要は、第１表、第２表、図１のとお



りです。

消費収支予算では、当年度消費支出超過額は１８億９千万円余となりました。前年度に比して１７億５

千万円増加し、目標としている消費収支の均衡にはまだ遠い状況です。

資金収支予算では、前述の観点から支払資金の繰り越し状況をみると、新入生および在学生の学費等の

前受金収入１００億４千万円に対して、次年度繰越支払資金は１５２億７千万円となり、昨年度に続き前

受金収入を上まわる支払資金を次年度へ繰り越せる予算編成ができました。

第１表 平成１３年度 消 費 収 支 予 算（概要表）

【消費収入の部】 （単位 千円）

【消費支出の部】

科 目
平成 年度
予 算 額

前年度予算額 増 減（ ）

学 生 生 徒 等 納 付 金
手 数 料
寄 付 金
補 助 金
資 産 運 用 収 入
事 業 収 入
雑 収 入
他の会計からの繰越収入

帰 属 収 入 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

消 費 収 入 の 部 合 計

科 目
平成 年度
予 算 額

前年度予算額 増 減（ ）

人 件 費
（教職員人件費 役員報酬）
（退職給与引当金繰入額）
教 育 研 究 経 費
（減 価 償 却 額）
管 理 経 費
（減 価 償 却 額）
借 入 金 等 利 息
他 の 会 計 へ の 繰 越 額
予 備 費

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
（ ）

（ ）

（ ）

消 費 支 出 の 部 合 計

当年度消費支出超過額

前年度繰越消費支出超過額

他の会計からの繰越収入

基 本 金 振 替 額

翌年度繰越消費支出超過額



第２表 平成１３年度 資 金 収 支 予 算（概要表）

【消費収入の部】 （単位 千円）

【資金支出の部】

科 目
平成 年度
予 算 額

前年度予算額 増 減（ ）

学生生徒等納付金収入
手 数 料 収 入
寄 付 金 収 入
補 助 金 収 入
資 産 運 用 収 入
事 業 収 入
雑 収 入
他の会計からの繰越収入
借 入 金 等 収 入
前 受 金 等 収 入
そ の 他 の 収 入
資 金 収 入 調 整 勘 定

当 年 度 収 入 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

科 目
平成 年度
予 算 額

前年度予算額 増 減（ ）

人 件 費
（教職員人件費 役員報酬）
（退 職 金 支 出）
教 育 研 究 経 費 支 出
管 理 経 費 支 出
借 入 金 等 利 息 支 出
借 入 金 等 返 済 支 出
施 設 関 係 支 出
設 備 関 係 支 出
資 産 運 用 支 出
他の会計への繰越支出
そ の 他 の 支 出
予 備 費
資 金 支 出 調 整 勘 定

（ ）
（ ）

（ ）
（ ）

（ ）
（ ）

当 年 度 支 出 合 計

次 年 度 繰 越 支 払 資 金

支 出 の 部 合 計

当 年 度 資 金 収 支 差 額



図１ 消費収支における科目別規模・構成比較図

２．基本金組入額について

基本金組入れは、学校がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持することを要求されているこ

とから、基本金対象資産として定められた資産相当額を、維持すべき金額として基本金に組入れ、消費支出に

充てるべきでないという学校法人会計の基本的な考え方に基づく会計処理です。

この考え方から、前述のとおり基本金は、帰属収入（ 借入金等のように学校の負債となる収入以外の収入）

から基本金対象となる資産相当額を基本金組入額として控除して組入れます。さらに、消費収支計算において、

消費収入として帰属収入から基本金組入額を控除しても、なお消費支出と均衡することが求められます。

ただし、固定資産の取得が借入金による場合は、その収入が帰属収入とならないため、取得年度では基本金

組入れを行わず、帰属収入で借入金を返済したとき、その都度組入れることになっています。

なお、基本金および基本金の対象となる資産は、具体的に次のものをいいます。



第１号基本金

施設・設備などの固定資産（図書を含む）の取得額

第２号基本金

将来の施設取得等のために収受した寄付金等を、あらかじめ計画的に積み立てる金銭等資産の額

第３号基本金

基金として保持し運用する金銭等資産の額

第４号基本金

恒常的に保持すべき資金（消費支出の１カ月分）

以上のように、基本金には、必ず対応する資産がありますが、基本金自体は何らの資産ではありません。基

本金は、学校が継続して維持すべき資産を概念的に金額で表した規模ということになります。

平成１３年度予算の基本金組入額は第３表のとおりです。

第３表 平成１３年度予算基本金組入額の内訳

（単位 千円）

３．借入金について

平成１３年度の借入金予定は第４表のとおりです。

なお、住宅資金借入金は、教職員から本学への返済金を充て、杉並高校校舎建築費は杉並高校から受入れた

資金で返済しています。

第４表 平成１３年度の借入金予定表

（単位 千円）

組 入 要 因 金 額

固定資産取得に伴う組入額 （第１号基本金）

固定資産等除却に伴う取崩額 （ ）

キャンパス整備借入金による未組入額（ ）

借入金償還による組入額 （ ）

基金設定に伴う組入額 （第３号基本金）

組 入 額 合 計

借入金又は借入事由 期首借入残高 借入予定額 借入金返済額 期末借入残高 利息支払額 最終償還年度

〔キャンパス整備計画〕

新校舎等建設費（学校債） 平成 年

（計）

〔教職員福利厚生借入金〕

住宅資金借入金（銀行・生保） 平成 年

（計）

〔高等学校施設充実費借入金〕

杉並高校校舎建築費（私学事業団） 平成 年

（都振興会） 平成 年

（市中銀行） 平成 年

（計）

合 計



４．目的別予算について

平成１３年度予算を目的別（教育・研究活動の計画別）に分類したものが第５表です。そのうち から ま

でが教育・研究活動の直接的経費、 以降が人件費や間接経費に分類してあります。

第５表 平成１３年度 目 的 別 予 算
（単位 千円）

分類項目 年度予算 前年度予算 増 減（ ） 前年比（％）

教 育 関 係 費

研 究 関 係 費

研 究 所 関 係 費

図 書 館 関 係 費

国 際 交 流 関 係 費

情 報 処 理 関 係 費

課 外 教 育 関 係 費

就 職 関 係 費

福 利 厚 生 関 係 費

入 学 試 験 関 係 費

広 報 ・ 渉 外 関 係 費

小 計

施 設 整 備 拡 充 関 係 費

施 設 維 持 関 係 費

共 通 費

（人 件 費 支 出）

（そ の 他）

借 入 金 等 返 済 計 画

資 産 設 定 運 用 計 画

他 会 計 関 係 費

目 的 分 類 費

当 年 度 支 出 合 計


